







【坂 内所長 】中原 副会長 には,私 ども政策研の顧問 をお引 き受け頂
いてお り,何 か とお世話 にな ってい ます 。
さて、初め に、不況の長期化 とい う厳 しい環境 のなか で,多 くの
企業が研究 開発投資を減 らさざるを得 な くな っていますが これ をど
う受 けとめてい ますか。
【中原副会 長】企業 の経営 にとって,研 究 開発活動 はその 一部 であ
り、研究開発費 もある比率で実施 してお ります 。常識的 には事業利
益 を3分 割 し、1つ は 、配 当など、 もう1っ は 、生産力 強化のため
の設備投資など に割 り当てる。そ して、残 りが 、研究開発 に対する
投 資で 、知的財産 、知 的 インフラ に充て,将 来 のため に蓄え る。このよ うな3分 割 とい うのが常識
です 。売 り上げが減 り、利益 が減 って も,研 究 開発費 だけ元通 りというわけ にい きませ ん 。バ ラ ン
ス感覚で研究開発費 も減る ことにな ります 。最近,平 成4年 度 の民間企業 の研究 開発投 資額 がは じ
め てダウ ンした と言 う報告が発表 にな りま したが,平 成5年 度 は、もっと低 くなる と思 い ます 。
【坂内】最近 、多 くの企業が体質 改善 を行 った り、経営 を根本的 に見直そ うとしています 。
【中原】バブルがは じけ 、リス トラ クチ ュア リングという言葉 が流行 しま した。
リス トラ とは何か というと、一 口で言えば節約 です 。 システ ム とかや り方 を見
直 して、無駄使 いを しないよ うにす る。それか ら、組織 の膨張 を縮小 し、人 を
減 らす 、そ ういう節約型の リス トラとい うのを各企業 は一生懸命や って きて ま
す 。 しば らく我慢 していれば 、また景気 も良くなるだ ろう という期待があ った
わけです 。
ところが 、すべての会社が リス トラをや れば、明 らかに景気 はます ます 退い












て 、自殺行為 なのです ね。1年 た ったけれ ども、景気 は良 くなるどころか 、ます ます悪 くなる。こ
んな ことをや っていた ら、ほん とうに大変 なこ とになる とい うので 、今 、新 しく流行 しは じめ たの
が リエ ンジニア リングです 。つ ま り、積 極的なア クシ ョンプ ログラム、例 えば新 製品の開発 をや る
とか 、ビジネスの統廃合 をや るとか 、そ ういう積極 的な意味 での見直 しです 。 リエ ンジニア リング
と言 うのは 、会社 の 目的そ のものか ら、どうい うことが一番必要 になるか とい うプロセスの見直 し
までを含んでいます 。 これ は 、初 めにアメ リカで言われ出 したのですが 、このよ うな見直 しの なか
で,国 際競争 力の点 か ら企業の海外への技術移 転,設 備投資等が どんどん増えている と思います 。
【坂 内】 日本産業の空洞化 とい う話 になるわ けですが …… 。
【中原】む しろ,積 極的かっ計画 的 に技術 の移転 を行 うとい うことです 。これか ら広 く海外 を対象
に考えてビジネスをや る とい う時 にどの産業 が どの国 に向 くという ことが あると思います 。
つ ま り,先 進国において は 、付加価値の高い、R&Dイ ンテ ンシ ィブな産業,中 進 国の場合 は 、
キ ャピ タル とテ クノロジー ・イ ンテンシ ィブ 、あ るいはスキル ドレーバー に向いた産業,そ して,
後進国の方は レーバ ー ・イ ンテ ンシ ィブ な産業 と分け られる と思 います 。
それ を一つの国で全部抱 え込 も うとす ると、貿易摩 擦が起 こる。従 って計画的 に、最 も適 した国
に工場 をつ く り、技 術移転 を行 ってい くことが必要です 。そ うす る と、時代 とともに、仕事が先進
国か ら他の国の方へ 流れてい きます 。そ こで,先 進国は研究 開発 を大 いにや り,絶 えず ニーズ を生
み出 し、新 しい産業 を興 していか な くて はいけない 。それが イノベ ーシ ョンであ ると言え ます 。
〆
〔坂 内〕先進国 とい うのは 、イノベー シ ョンによ り新 しい産業 を次 々に生 み出 して,中,後 進国の
方へ流す役割 を担 っているんだ とい うこ とですね 。ところで,そ の場合 、 日本な ど先進 国のイ ノベ
ーシ ョンの実力 、技 術などの供給 力につ いてはいかがですか 。
【中原〕実際 に技術の種があ るんですか とい う話にな りますね 。アメ リカが一生 懸命や ってい るの
は、例の 、情報ハイウ ェイですね 。 これ をやる と、直接的に も、全世界で 、1兆 ドル もの新 しい需
要があ るはず です 。そ して、異 分野 のR&Dの 成果が 、ハ イウ ェイ に乗 って駆けめ ぐり相互 に触発
しつつ新たな イノベ ー シ ョンを引 き起 こ し、その結果 新 しい産業が創造 されることとなる 。
日本 も、今 、新社 会資本論 と言 うのが 出て来て ます が 、バ イオ、新素材 、コンピュー タなどの研
究所のデー タベースがたち どころに交換 出来るよ うにすれば相当規模の新産業が生 まれて来 る と思
います 。
また,イ ノベー シ ョンには 、産官学それぞれの役割 とい うのがあ ります 。国の役割は 、そ うい う
ことが行われやす くす るようなイ ンフラの構築 とか 、それにインセ ンテ ィブ を与 える規制緩和 とか 、
安全保障 とか。 また 、大学 は 、いろいろアイデ アを出 して 、産業 界などと連絡 をと り、新 しい産業
を興す ことに寄与す るとか、そ して,産 業界は このよ うな環 境のも とに、イノベー シ ョンを次 々と
計画的 にや ってい く、そのための研究開発投資 を行 う。そ うい うこ とにな ります 。
蜜＼
〔坂内】 日本が トー タル と していか にイノベ ー シ ョン能力 を向上 させ るか とい うことが大事ですね 。
【中原】アメ リカの例 を見ます と、ク リン トンが大統領 になったときに、最 も重要 なポ リシー の一
つと して、科学技術 政策 とい うのを打 ち出 して いるわけです 。クリン トンは明確 に、テ クノロジー
が経済 を引 っ張るのだ と言 ってい ます 。
日本 の場合は どうか とい うと、例えば、新 しい内閣が誕生 して もこのよ うな考 えは残念なが ら出
て来て いないよ うですね 。
一2一
アメ リカで は,軍 事研究費 を大幅 にカ ッ トして,民 間の研究費 に回す ことが,進 行中です 。また 、
民間の基礎研究がゼ ロになるだ ろ うとも言われてお ります 。
一方 ,日 本は 、今 まで基礎研究 というのは比較的手 薄で,科 学技術会議 の18号 答 申等で5年 間
で2倍 とか 、そ うい うターゲ ッ トで今や ってい るわけです 。つ まり,日 米が両極端の方 向へ向か っ
て歩み始めている とい うのが現状 です 。
しか し、アメ リカが基礎研究のペース を落 して きて も、依 然 としてアメ リカの ほうが実力が大分
上 なわけです 。だが 、距離 はかな り接近する 。そ して 、アメ リカか ら見れば 、日本は今 まで以 上に
対等 のパー トナーにな って来 るわ けです 。
【坂 内】基礎研究がゼ ロになる と言 うとち ょっと行 き過 ぎかな とい う感 じがするのですが 。
【中原】 アメ リカは 、競争 力を取 り戻 して 、そ の後でゆ っ くりや ろうとい う気持 ちがあ ります 。だ
か ら、優先度 の高 い ものをまずや るとい うポ リシーですね 。
日本 の場合 でも 、ある期間 にここに重 点を置 くと言 うポ リシーがあ って 、それぞれが 役割 を果 た
す 、それぞれ の人が イ ンセ ンテ ィブ を持ち得 るよ うな制度変更 とい います か 、制 度改善 をす る とい
うよ うな ことが あった方がいいですね 。
【坂 内】次 に科学技術 人材 の問題 ですが 、今年 の科学技術 白書 で もとり上 げ,ま た今,科 学技 術会
議で もその確保策 を検討 しているわけですが 、若者の科学技術離れ についてどうお考えですか 。
【中原】私は 、一 つには 、理科教育 のあ り方 とい うか 、そのツ ールが まだ十分 に整備 されてない こ
とにも原 因が あるん じゃないか と思います 。最近 、NHKで 、動画 を使 って 、SF的 にいろいろな
もの をや って いますね 。お年寄 りか ら子供 まで皆 見て いて 、面 白が っているわけです 。ソフ トを作
るのは大変だ と思い ますが 、分か りやす く,興 味を引 くよ うな教 え方の努力が不十分なのでは ない
で しょうか 。
子供 とか 、中学生 、高校 生には決 して責任が な く、む しろ 、社会 に責任が ある と思い ます 。
〔坂内】最後 に 、私 ど も政策研 に対する期 待 とか 、ご批判 とか 、お伺い出来れば有難 い と思 い ます 。
【中原】政策研 は、日本の科学技術 に関す る最 終ポ リシーを決定す るの に非常に重要 なポジシ ョン
にある と思い ます 。政治家 が科学技術 について理解,認 識が ない と、うま く機能するのは大変だ と
思い ますが 、それはだんだ ん変 って くると思い ます。そ うい う立場 にあるわけですか ら、その役割
を大い に果たせ るよ うに運営す る ことが 、一番 根本的な ことだ と思 います 。そのためには 、デー タ
ベース とか研究 の実績 とか政策研 の特徴 を大い にPRを しない とい けませんね 。そ してそれをア ク
シ ョンにつながる ところまで広げ てい くことが 大事だ と思い ます 。





1.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○研究会等/ResearchMeetiRgs
「環境修復技術の開発 ・普及 に関す る研究 会」の第3回 会 合を12月21日 に開催 した。
この研究会は 「社 会系科学技 術の開発 ・普及 のあ り方 に関する研究 」の1つ のワー キ ンググル
ープ と して位置付け られている。
社会系科学技術 とは社会 的要 請が高 いにもかかわ らず開発 ・普 及の進 まない技術の ことを呼び 、
その中の1つ と して環境修復技 術を取 りあげ ている。この研 究会 では事例 としてバ イオ レメデ ィ
エー シ ョン技術 をあげてお り、今回の会合で は地水圏の環境 汚染状況 とそれ に対応す る修復技術 、
社会制度 、技術の社 会的受容性 等 につ き 日米 の比較 を行 うとともに、その社会 的要請 の顕在化施
策等社会普及の方策 について検 討がなされた 。
○講演会等/LecturesatNISTEP
12/8(水)「 日 ・米 ・独 にお ける技術革新 と競争 力につ いて」
Prof.DonEKash(米ジ ョーージ ・メイ ソン大学公共政策研究所)
[講演要 旨]
日、米 、独の技術革新 力の変遷 につ いて 国連デー タか ら最 も付加価値の高 い30の 製品群 を
選び1970年と1990年を比較す る と、複雑 な工程 を有す る複 雑な製品群 の生産 高が全体 の31%か
ら5i%に増加 し、日本が米 の航空機 ・機械 を除 きエ レク トロニ クス関連で トップ に躍 り出た。
一方 、複雑な工 程 を有す る単純 な製 品群 は12%から36%に増加 し、独が米 の石油製品 を除 き
化学品 ・医薬品等で トップ とな った。 この様 な 日、独 、米の競争力の変化 は、従来 の資本 ・資
源 ・技術 ・知識 による比較 優位説では到底説 明で きず 、文化 と政策 こそが相違 をもた らした と
考 えざるを得ない 。社会技術 システム として 日本 は総合学 習型で複雑 技術 の漸加式技術革新 を
育み 、米は分析学 習型で単純 技術での利潤最大 をはか り、独は思索学 習型で伝統技術 の漸加式
技術革新 を育む と分類 し得る。 日本 の文化が脱工業社会 にうま く適応 しているが 、この様 な時
代へ の適応性 に劣 る米国は公共政策によ り米 国内の文化的障壁 を迂回する ことが急務 と考 える。
1[.研 究 ノ ー ト/ResearchNote













(1)平成4年 度外 国技術導入 の概要
平成4年 度の新規技術導 入契約件数は3224件とな り、前年 度に比べ て49件(1.5%)の増加で
その内訳 は 、上場会社 によ るもの1720件、その他1504件とな った。
以下 、特段 の断 りが ない場合は 、上場 会社 による導入件数1720件についての調べ にな る。
業 種 分 類 件 数 業 種 分 類 件 数
水産 ・農林 0 精密機器 52
鉱業 1 その他製品 81
建設 32 卸売業 190
食料品 18 小売業 24
繊維製品 49 銀行 19
パ ルプ ・紙 1 その他金融 0
化学 129 証券 4
医薬品 52 保険 0
石油 ・石炭 10 不動産 0
ゴム製品 15 陸運 0
ガ ラス ・土石製品 11 海運 0
鉄鋼 51 空運 1
非鉄金属 28 倉庫 ・運輸 0
金属製品 5 通信 26






この うち、商標のみの契約が140件(総件数345件)あり、これを除いた技術 的契約件 数は
1580件(同2879件)とな った 。
(2)地域別 導入状 況
平成4年 度の新規技術導 入契約件数 を地域別 にみる と、北 アメ リカが1196件(総件数2200
件)で 、全体の69.5%(総件数68.2%)を占めている 。次いで 、ヨーロ ッパが480件(同890件)、
アジアが24件(同100件)とな っている。
(3)国別導 入状況
導入件数 を相手国別 にみ ると、アメ リカが1162件(総件数2094件)で全体の67.6%(総件数
5
65.O%)を占め て い る 。次 い で 、イ ギ リス が147件(同220件)、 ドイ ツが98件(同157件)、
フ ラ ンス が74件(同184件)と 続 い てお り、 これ ら上位4カ 国 で 全体 の86.1%を占め て い る 。
フ ラ ンス につ い て は上 場 企 業 の 占め る 割 合 が 少 な い こ とが わか る 。
(4)特許 関連契約
特 許権 を伴 う契約 は505件(総件数713件)で、全体の29.4%(同22.1%)を占め ている。
業種 でみてみ る と電気機器240件、化学53件、輸送用機器42件、機 械29件となる。
総件数3224件で調べ てみ た場合 と上場 企業1720件で調べ てみ た場合 を比べ ると、特許 関連
契 約 にっいては全体 に占める集中度が上場企業 に絞 った調査 の方が高い 。
(5)ノウハウ関連 契約
ノウハウを伴 う契約 は1357件(総件数2594件)で、全体 の78.9%(同80.5%)を占めて いる
業 種でみ てみ る と電気機器517件、卸売業157件、化学99件、機械94件とな る。
(6)商標 関連契約
商標 を伴 う契約 は276件(総件数625件)で、全体 の16.0%(同19.4%)を占めて いる。
業種 でみてみ る と卸売業55件、電気機器47件、その他製品34件、繊維製品29件となる。
(7)先端技 術分野 の導入傾 向
導入技術 の中で、先端的 な分野 と して 、電子 計算機(ソ フ トウ ェア、ハー ドウ ェア)、 半
導 体 、原子 力 、航空 ・宇宙 、医薬品 、バ イオテ クノロジーの7分 野 についての導 入状況 をみ













































































































































































































































































ここで は、(3)と(4)を併せ て主要 国で導入件数 を調べ てみる。()内 は 、総件数 に対す る件数
国 名 ソフ ト ハ ー ド 半導体 原子力 航空 ・宇宙 医薬品 バ イオ
5り8(12誌)
アメ リカ 一 44(70)73(196)37(55) 34(45) 25(35)13(15)
イギ リス 祭器(8ヲ路) 6(6) 1(1) 5(5) 2(2) 6(9) 1(2)
フラ ンス 4(23) 7(7) 2(2) 3(7) 2(2) 3(3) 1(1)
ド イ ツ 13(27) 一 5(7) 2(5) 一 10(11)2(2)
アメ リカか らのソフ トが圧倒的に多いが 、総件数 との比較でみる と、ソフ ト、半導体 など
は上場会社以外が多い事が 目にっ く。これ らの分析 につ いては 「外 国技術 導入の動向分析」





(ドイツ 、ハ ンガ リーの コ ンフ ァレンス出席 等)
○政府資料 アブス トラク ト誌(発 行:(社)政 府資料等普及調査 会)に 掲載された資料 の年 間利
用ベス ト50(1992No.10～1993No.9)で当研 究所 の下記 レポー トが2位 に入 った 。











新年あけ ま しておめで とうございます 。本年 も引 き続 き 「政策研ニ ュース」 をご愛読頂 き
ます よう、よろ しくお願 い致 します 。
現在 、編 集部で はニ ュースの送付先 の見直 し作業 を進め てお ります 。お送 りしてい る宛名
住所等の変更 を希望 され る方 は編集担 当まで ご一報 くだ さる様 、お願 い致 します 。
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